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Ｑ
．「
く
ま
の
産
業
団
地
」
完
売
に
伴
い
、
ど
の
程
度
の

雇
用
を
見
込
ん
で
い
る
の
か
。

Ａ
．
Ⓐ
業
者
か
ら
は
、
平
成
28
年
に
操
業
を
開
始
し
、

10
年
間
で
10
名
ま
で
雇
用
を
、Ⓑ
業
者
か
ら
は
、

来
年
度
で
き
れ
ば
６
名
を
雇
用
し
、
概
ね
１
年
の

間
に
10
名
ま
で
雇
用
を
伸
ば
す
予
定
を
い
た
だ
い

て
い
る
。

Ｑ
．
老
朽
化
し
て
い
る
町
内
の
配
水
管
敷
設
工
事
は
、

東
日
本
大
震
災
よ
り
国
か
ら
の
補
助
金
が
減
額
さ

れ
、
進
行
が
遅
れ
て
い
る
い
と
聞
い
て
い
る
が
ど

の
よ
う
な
状
況
な
の
か
。

Ａ
．
以
前
は
、
国
か
ら
の
補
助
金
が
あ
っ
た
が
、
そ
の

制
度
が
廃
止
さ
れ
た
た
め
、現
在
は
町
単
独
で
や
っ

て
い
る
。
今
後
計
画
を
練
り
直
し
て
10
カ
年
計
画

で
熊
野
団
地
を
更
新
し
て
い
く
。

Ｑ
．
西
公
民
館
が
今
年
度
完
成
す
る
が
、
今
後
、
東
公

民
館
に
つ
い
て
は
ど
の
よ
う
に
考
え
て
い
る
の
か
。

Ａ
．
何
年
に
実
施
す
る
か
は
言
え
な
い
が
、
西
公
民
館

が
終
り
次
第
、
東
公
民
館
の
問
題
に
取
り
か
か
り

た
い
と
考
え
て
い
る
。

　

ま
ち
の
貯
金
で
あ
る
基
金

残
高
は
、
33
億
円
で
前
年
度

よ
り
１
億
４
０
０
０
万
円
増

加
し
て
い
ま
す
。

　

一
方
で
、
ま
ち
の
借
金
に

当
た
る
地
方
債
は
、
１
１
９

億
円
で
前
年
度
よ
り
３
億
５

０
０
０
万
円
減
少
し
て
い
ま

す
。

　

な
お
、
町
民
一
人
当
た
り

で
計
算
す
る
と
、
貯
金
が
13

万
円
、
借
金
は
48 

万
円
と

な
り
ま
す
。

　

今
年
度
の
一
般
会
計
の
歳
入
決
算
額
は
、
78
億
９
４
３
１
万
円
で
、
前
年

度
に
比
べ
、
１
億
３
３
３
０
万
円
（
１
・
７
％
）
の
増
収
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

歳
入
決
算
額
を
自
主
的
財
源
（
町
が
自
主
的
に
収
入
で
き
た
お
金
）
と
依

存
的
財
源
（
国
や
県
か
ら
交
付
さ
れ
た
お
金
等
）
に
分
類
す
る
と
、
自
主
的

財
源
の
構
成
比
が
43
・
９
％
、
依
存
的
財
源
が
56
・
１
％
と
な
っ
て
お
り
、

や
や
、
依
存
的
財
源
の
占
め
る
割
合
が
高
く
な
っ
て
い
ま
す
。

　

今
年
度
の
一
般
会
計
の
歳
出
決
算
額
は
、
77
億
１
７
１
１
万
円
で
、
前
年

度
に
比
べ
、
１
億
４
２
８
３
万
（
１
・
９
％
）
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

歳
出
決
算
額
を
性
質
別
に
分
類
す
る
と
、
人
件
費
や
扶
助
費
、
公
債
費
を

合
わ
せ
た
義
務
的
経
費
は
、
全
体
の
42
・
８
％
を
、
支
出
が
社
会
資
本
形
成

に
向
け
ら
れ
る
投
資
的
経
費
の
割
合
は
６
．
３
％
を
占
め
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
そ
れ
以
外
の
任
意
的
経
費
は
50
・
９
％
を
占
め
て
い
ま
す
。

　

町
税
等
の
収
入
未
済
額
は

全
体
で
２
億
４
３
５
８
万

円
、
前
年
度
よ
り
９
６
１
万

円
減
少
し
て
い
ま
す
。

　

区
分
別
で
は
、
町
税
、
国

民
健
康
保
険
税
、
水
道
料
金

等
で
減
少
し
て
い
ま
す
。

　

し
か
し
、
後
期
高
齢
者
医

療
保
険
料
は
、
増
加
傾
向
に

あ
り
ま
す
。

平成26年度決算

まちのお金の使い方をチェックまちのお金の使い方をチェック
町税
老人ホーム入所費用
保育料・児童クラブ利用料
溜池農道負担金
町営住宅使用料
住宅新築資金貸付金
生活保護費返還金
学校給食保護者負担金
児童扶養手当返還金
国民健康保険税
下水道受益者負担金・使用料
後期高齢者医療保険料
介護保険料
水道料
　　　　　合　計

会　計　名 25年度末 26 年度末 増減額

9,231 万円
4万円

142 万円
9万円
63 万円
757 万円
136 万円
29 万円
78 万円

9,713 万円
1,261 万円
67 万円

1,204 万円
2,615 万円

2億 5,309 万円

8,980 万円
4万円

114 万円
9万円
69 万円
757 万円
203 万円
33 万円
68 万円

9,316 万円
1,146 万円
189 万円
1,163 万円
2,297 万円

2億 4,348 万円

△ 251 万円
0万円

△ 28 万円
0万円
6万円
0万円
67 万円
4万円

△ 10 万円
△ 397 万円
△ 115 万円
122 万円
△ 41 万円
△ 318 万円
△ 961 万円

町税などの主な収入未済額

※表示単位未満は切り捨てのため差引額及び合計額が一致しない場合があります。

 町　税…22億8,184万円
（28.9%）

繰入金…3億2,618万円
（4.1%）

諸収入…2億7,276万円
（3.5%）

財産収入…2億2,659万円
 （2.9%）

繰越金…1億8,673万円
（2.4%）

分担金及び負担金…1億1,402万円
（1.4%）

その他…6,084万円
（0.7%）

地方交付金…20億9,776万円
（26.6%）

国・県支出金（19.5%）
…15億4,141万円

国　債…4億2,879万円
（5.4%）

その他…3億5,739万円
（4.6%）

　９月８日から開会した「第５回定例会」に、町長から平成 26年度各会計決算認定案が上程されました。
　これを審査するために、議員全員で構成する「決算特別委員会」（藤本委員長、諏訪本副委員長）を設置し、委員会に付託し
審査することとした。
　決算特別委員会では、2日間にわたり調査・質疑等を行い、慎重に審議した結果、全ての会計を全会一致で「認定すべきもの」
と決定し委員長報告書を作成し閉会した。
　特別委員会閉会後に再開した本会議では、委員長が報告を行い全て原案のとおり認定した。

一般会計決算　　歳入総額  78億9,431万円

一般会計決算　　歳出総額  77億1,711万円

人件費…11億7,166万円
（15.2%）

扶助費…14億5,784万円
（18.9%）

公債費…6億6,791万円
（8.7%）

物件費（18.6%）…14億3,047万円

特別会計への繰出金
（14.5%）
…11億1,906万円

補助金等（11.7%）
…9億376万円

積立金…3億2,006万円
（4.1%）

貸付金…1億4,300万円
（1.9%）

維持補修費…1,012万円
（0.1%）

普通建設事業費…4億8,726万円
（6.3%）

◎ 

歳
入
（
ま
ち
に
入
っ
た
お
金
）

◎ 

歳
出
（
ま
ち
が
使
っ
た
お
金
）

自主的財源
（43.9%）依存的財源

（43.9%）

義務的経費
（42.8%）

投資的経費
（6.3%）
投資的経費
（6.3%）

任意的経費
（50.9%）

「
く
ま
の
産
業
団
地
」
完
売
に
伴
う
雇
用
の
創
出

質
疑
の
一
部
を
紹
介

ま
ち
の
貯
金
と
借
金

収
入
未
済
額
は
減
少
傾
向

配
水
管
敷
設
工
事
の
進
捗
状
況

東
公
民
館
建
替
え
の
予
定

▲町民１人当り48万円

▲ 町民１人当り13万円

130
億円

128
126
124
122
120
118
116
114

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

地方債（まちの借金）
129

127

125
123

119

基金（まちの貯金）
34

32

33

31

29

30

28

27
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

33
3232

30
29

※グラフの数値は、歳出総額と一致しません。（決算統計の数値）


